
Ⅲ 調 査 結 果 の 分 析

１ 集計事業所、労働者の構成

(1) 集計事業所数

集計対象となった事業所は1,639事業所で、このうち中小企業は1,253事業所

（76.4％ 、大企業は386事業所（23.6％）となっている （第２表）） 。

また、集計事業所の労働組合組織状況は、労働組合「有」の割合が22.6％、「無」の

、割合が77.4％となっている。規模別では、労働組合「有」の割合が中小企業は11.3％

大企業は59.3％と大企業の方が高くなっている （第３表）。

第２表 産業別・規模別集計事業所数内訳

注： ）内は全体に占める割合（

第３表 労働組合組織状況

  単位：事業所

計 組合有 組合無 計 組合有 組合無 計 組合有 組合無

事業所数 1,639 371 1,268 1,253 142 1,111 386 229 157

割合（％）(100.0) (22.6) (77.4) (100.0) (11.3) (88.7) (100.0) (59.3) (40.7)
産業計

大　企　業規　模　計 中 小 企 業
区 分

   単位：事業所

区    分

 産  業  計 1,639 ( 100.0 %) 1,253  (76.4%) 386  (23.6%)

　建　設　業 329 ( 20.1 %) 312 17
　製　造　業 372 ( 22.7 %) 357 15
　情報通信業 16 ( 1.0 %) 9 7
　運輸業，郵便業 92 ( 5.6 %) 73 19
　卸売業，小売業 378 ( 23.1 %) 240 138
　金融業，保険業 72 ( 4.4 %) 9 63
　宿泊業，飲食サービス業 32 ( 2.0 %) 23 9
　生活関連サービス業，娯楽業 37 ( 2.3 %) 20 17
　医療，福祉 177 ( 10.8 %) 125 52
　複合サービス事業 38 ( 2.3 %) 11 27
　サービス業 96 ( 5.9 %) 74 22

規  模  計 中 小 企 業 大  企  業



(2) 集計労働者数

ア 男女別・産業別構成

集計対象となった一般労働者数（以下「集計労働者」という）は28,918人で、男性

が19,814人（68.5％ 、女性が9,104人（31.5％）となっている。産業別構成比を男女）

計でみると「製造業」25.5％ 「建設業」21.3％ 「卸売業，小売業」16.6％などの順、 、

になっている （第４表）。

第４表 集計労働者の男女別・産業別構成

イ 規模別構成

集計労働者の構成を規模別にみると、中小企業が22,511人(77.8％)､大企業が6,407

人(22.2％）となっている。産業別にみると、「製造業」、「建設業」で中小企業の割合

がそれぞれ94.7％、94.6％と高く 「金融業，保険業 「複合サービス事業」で大企業、 」、

の割合がそれぞれ85.3％、73.2％と高くなっている （第５表）。

第５表 集計労働者の規模別構成

集 計 数 男　性 女　性
人 ％ 人 人 ％ ％

産　 業 　計 28,918 100.0 19,814 9,104 68.5 31.5
　建　設　業 6,152 21.3 5,384 768 87.5 12.5
　製　造　業 7,377 25.5 5,090 2,287 69.0 31.0
　情報通信業 360 1.2 260 100 72.2 27.8
　運輸業，郵便業 1,933 6.7 1,763 170 91.2 8.8
　卸売業，小売業 4,803 16.6 3,331 1,472 69.4 30.6
　金融業，保険業 961 3.3 599 362 62.3 37.7
　宿泊業，飲食サービス業 465 1.6 249 216 53.5 46.5
　生活関連サービス業，娯楽業 539 1.9 315 224 58.4 41.6
　医療，福祉 3,699 12.8 899 2,800 24.3 75.7
　複合サービス事業 829 2.9 533 296 64.3 35.7
　サービス業 1,800 6.2 1,391 409 77.3 22.7

男女別構成比
区　　　分 男　性 女　性

計

構 成 比

集計数 構成比 集計数 構成比
人 ％ 人 ％

 産  業  計 22,511 77.8 6,407 22.2
　建　設　業 5,819 94.6 333 5.4
　製　造　業 6,989 94.7 388 5.3
　情報通信業 192 53.3 168 46.7
　運輸業，郵便業 1,475 76.3 458 23.7
　卸売業，小売業 3,220 67.0 1,583 33.0
　金融業，保険業 141 14.7 820 85.3
　宿泊業，飲食サービス業 272 58.5 193 41.5
　生活関連サービス業，娯楽業 333 61.8 206 38.2
　医療，福祉 2,443 66.0 1,256 34.0
　複合サービス事業 222 26.8 607 73.2
　サービス業 1,405 78.1 395 21.9

中 小 企 業 大  企  業区　　分



ウ 年齢別構成

集計労働者の平均年齢は、全労働者平均で41.7歳(男性42.2歳、女性40.5歳)となっ

ている。規模別では中小企業が42.3歳（男性42.8歳、女性41.5歳）、大企業が39.5歳

（男性40.5歳、女性38.0歳）となっており、中小企業の方が大企業よりも高くなって

いる。

、集計労働者の年齢別構成をみると、中小企業では男性、女性いずれの場合も50歳代

大企業では男性が30歳代、女性は25～29歳の割合が最も高くなっている （第１図）。

第１図 集計労働者の年齢別構成

エ 勤続年数

集計労働者の平均勤続年数は12.1年（男性12.9年、女性10.5年）となっている。規

模別にみると、大企業（12.5年）の方が中小企業（12.0年）よりも0.5年長くなってい

る。産業別にみると、「複合サービス事業」が15.8年と最も長く、「生活関連サービス

業，娯楽業」が8.3年と最も短くなっている （第６表）。

第６表 集計労働者の平均勤続年数
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女性1,875人

男性3,992人

計 男 女 計 男 女 計 男 女

 産  業  計 12.1 12.9 10.5 12.0 12.5 10.7 12.5 14.2 9.6
　建　設　業 13.2 13.2 12.9 13.1 13.1 12.9 16.0 16.4 13.0
　製　造　業 12.4 12.5 12.3 12.3 12.3 12.3 14.3 15.0 10.7
　情報通信業 8.8 9.6 6.7 8.2 8.6 6.7 9.5 11.0 6.8
　運輸業，郵便業 12.9 13.2 10.6 12.4 12.4 11.1 14.7 15.3 9.0
　卸売業，小売業 12.9 13.9 10.7 12.8 13.8 10.7 13.0 14.0 10.6
　金融業，保険業 15.5 17.3 12.6 15.2 17.3 10.0 15.6 17.2 12.9
　宿泊業，飲食サービス業 8.5 9.5 7.4 8.6 9.2 7.9 8.4 9.7 6.5
　生活関連サービス業，娯楽業 8.3 9.2 6.9 9.4 10.5 7.5 6.4 6.7 6.2
　医療，福祉 8.5 7.9 8.6 8.7 7.9 9.0 7.9 7.8 7.9
　複合サービス事業 15.8 17.1 13.4 14.0 14.1 13.7 16.4 18.3 13.3
　サービス業 10.2 10.8 7.9 9.9 10.3 8.0 11.3 12.6 7.4

単位：年

区　　分
規  模  計 中 小 企 業 大  企  業



障害者雇用(3)

障害者を雇用している事業所は、中小企業205事業所、大企業88事業所で、これらは

それぞれ全体（1,639事業所）の16.4％、22.8％を占めている。障害者雇用割合の高い

産業は、中小企業は「金融業，保険業」で33.3％ 「医療，福祉」で27.2％であり、大、

企業は「医療，福祉」で51.9％ 「製造業」で46.7％となっている （第７表）、 。

常用労働者74,321人のうち障害者は中小企業で371人、大企業で168人で、これらは

それぞれ全体の0.7％となっている （第８表）。

第７表 産業別・規模別障害者雇用事業所数内訳

第８表 産業別・規模別障害者の雇用状況

注１：第８表中の常用労働者とは、調査事業所に雇用される全ての常用労働者数を計上しているため、本

調査の集計対象となった調査労働者数（33,651人）以外も含む。

注２：割合については単純計算であり、障害者の法定雇用率とは一致しない。

   単位：事業所

規 模 計

事業所数 事業所数 雇用事業所数 割合 事業所数 雇用事業所数 割合
％ ％

 産  業  計 1,639 1,253 205 16.4 386 88 22.8

　建　設　業 329 312 28 9.0 17 3 17.6
　製　造　業 372 357 82 23.0 15 7 46.7
　情報通信業 16 9 - - 7 2 28.6
　運輸業，郵便業 92 73 11 15.1 19 4 21.1
　卸売業，小売業 378 240 25 10.4 138 24 17.4
　金融業，保険業 72 9 3 33.3 63 2 3.2
　宿泊業，飲食サービス業 32 23 3 13.0 9 4 44.4
　生活関連サービス業，娯楽業 37 20 2 10.0 17 2 11.8
　医療，福祉 177 125 34 27.2 52 27 51.9
　複合サービス事業 38 11 1 9.1 27 7 25.9
　サービス業 96 74 16 21.6 22 6 27.3

中 小 企 業 大  企  業
区    分

規 模 計
常    用
労働者数

常    用
労働者数

うち
障害者数

割合 常    用
労働者数

うち
障害者数

割合

人 人 人 ％ 人 人 ％
 産  業  計 74,321 50,100 371 0.7 24,221 168 0.7
　建　設　業 10,107 9,338 39 0.4 769 5 0.7
　製　造　業 19,903 17,815 179 1.0 2,088 24 1.1
　情報通信業 1,018 409 0 0.0 609 4 0.7
　運輸業，郵便業 4,589 3,184 14 0.4 1,405 7 0.5
　卸売業，小売業 13,401 6,407 29 0.5 6,994 45 0.6
　金融業，保険業 1,698 240 3 1.3 1,458 3 0.2
　宿泊業，飲食サービス業 1,830 860 4 0.5 970 5 0.5
　生活関連サービス業，娯楽業 1,342 723 2 0.3 619 3 0.5
　医療，福祉 12,461 6,561 60 0.9 5,900 44 0.7
　複合サービス事業 1,824 362 1 0.3 1,462 16 1.1
　サービス業 6,148 4,201 40 1.0 1,947 12 0.6

中 　小 　企 　業
区　　分

大 　 企 　 業



２ 所 定 内 賃 金

(1) 所定内賃金の概況

所定内賃金は252,974円で、前年に比べ額で1,877円減少している。男女別では男性

が275,460円で前年に比べ額で3,096円、率で1.1％の減少、女性が204,034円で額で1,428

円、率で0.7％の増加となっている。男女間格差（男性の所定内賃金を100とした場合

の女性の所定内賃金）は74.1となっている （第９表）。

第 ９表 所定内賃金

第２図 所定内賃金及び対前年比の年次別推移（産業計、規模計）

(2) 規模別所定内賃金

所定内賃金を規模別にみると、中小企業が246,155円、大企業が276,930円で、規模間

格差（大企業の男女計所定内賃金を100とした場合の中小企業の男女計所定内賃金）は

88.9となっている （第10表）。

第10表 規模別所定内賃金

20年 19年

円 円 円 ％

 合　  計 252,974 254,851 ▲ 1,877 ▲ 0.7 － －
男  性 275,460 278,556 ▲ 3,096 ▲ 1.1 100.0   100.0   
女  性 204,034 202,606 1,428 0.7 74.1    72.7

区　　　分
男女間格差対前年

上昇額
対前年
上昇率19年20年
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 合　　計 246,155 247,050 ▲ 895 ▲ 0.4 276,930 285,691 ▲ 8,761 ▲ 3.1
男  性 267,725 270,054 ▲ 2,329 ▲ 0.9 306,114 316,998 ▲ 10,884 ▲ 3.4
女  性 195,133 191,876 3,257 1.7 228,691 235,215 ▲ 6,524 ▲ 2.8

区　　　分
中  小  企  業 大   企   業



(3) 産業別所定内賃金

所定内賃金を産業別にみると、最も高いのは中小企業、大企業ともに「金融業，保

険業」となっている。最も低いのは中小企業、大企業ともに「宿泊業，飲食サービス

業」となっている （第11表）。

第11表 産業別所定内賃金

第３図 産業間格差の状況（産業計＝100)

区　　分 規 模 計 中小企業 大 企 業

円 円 円

 産  業  計 252,974 246,155 276,930

　建　設　業 274,326 271,609 321,792
　製　造　業 238,119 234,741 298,961
　情報通信業 270,311 250,362 293,109
　運輸業，郵便業 240,606 236,803 252,856
　卸売業，小売業 258,965 250,708 275,759
　金融業，保険業 327,531 300,940 332,103
　宿泊業，飲食サービス業 217,283 209,033 228,911
　生活関連サービス業，娯楽業 245,546 242,871 249,869
　医療，福祉 238,578 233,210 249,017
　複合サービス事業 257,558 239,704 264,087
　サービス業 233,814 222,310 274,730
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(4) 男女別所定内賃金

男性の所定内賃金を100とした場合の女性の所定内賃金の割合は、規模計では74.1

（男性275,460円、女性204,034円）となっている。規模別にみると、中小企業で72.9、

大企業で74.7であり、産業別にみると、男女間格差が最も小さいのは、中小企業、大

企業ともに「医療，福祉」で、逆に最も格差が大きいのは、中小企業では「金融業，

保険業 、大企業では「サービス業」となっている （第12表、第４図）」 。

第12表 男 女 別 所 定 内 賃 金

第４図 男女間格差の年次別推移

年齢 勤続年数
所定内
賃　金 年齢

勤続
年数
所定内
賃　金 年齢 勤続年数

所定内
賃　金 年齢

勤続
年数
所定内
賃　金

歳 年 円 歳 年 円 歳 年 円 歳 年 円

産　 業 　計 42.8 12.5 267,725 41.5 10.7 195,133 72.9 40.5 14.2 306,114 38.0 9.6 228,691 74.7

　建　設　業 43.8 13.1 282,384 43.3 12.9 196,727 69.7 43.0 16.4 335,493 38.5 13.0 208,751 62.2

　製　造　業 41.3 12.3 263,565 43.1 12.3 173,106 65.7 41.2 15.0 312,207 38.7 10.7 226,550 72.6

　情報通信業 33.8 8.6 265,582 30.7 6.7 197,621 74.4 36.3 11.0 341,413 30.5 6.8 199,041 58.3

　運輸業，郵便業 46.4 12.4 242,150 42.2 11.1 178,550 73.7 43.2 15.3 261,660 36.8 9.0 174,007 66.5

　卸売業，小売業 42.2 13.8 277,210 39.6 10.7 194,201 70.1 39.0 14.0 295,971 36.5 10.6 223,909 75.7

　金融業，保険業 44.0 17.3 338,860 38.7 10.0 208,451 61.5 41.1 17.2 383,126 35.9 12.9 252,788 66.0

　宿泊業，飲食サービス業 42.1 9.2 248,213 38.6 7.9 170,988 68.9 38.3 9.7 256,348 32.6 6.5 188,459 73.5

　生活関連サービス業，娯楽業 42.3 10.5 272,700 44.6 7.5 195,702 71.8 32.5 6.7 288,550 34.5 6.2 204,673 70.9

　医療，福祉 38.5 7.9 250,177 39.6 9.0 227,808 91.1 37.9 7.8 266,881 39.2 7.9 243,188 91.1

　複合サービス事業 43.5 14.1 253,899 43.5 13.7 205,415 80.9 42.6 18.3 292,040 39.9 13.3 218,591 74.8

　サービス業 43.7 10.3 237,009 44.7 8.0 170,173 71.8 43.5 12.6 312,492 45.4 7.4 163,331 52.3

区　分

中　小　企　業
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女　　　性男　　　性

大　　企　　業

男　　　性 女　　　性
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平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 (年)
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〔男女間格差〕　（規模計）

16年 17年 18年 19年 20年
全国 67.6 65.9 65.9 66.9 -

新潟県 71.7 68.7 70.3 69.8 70.6
出典：「賃金構造基本統計調査」
※　20年の新潟県については速報値



［参 考］

賃金階級別に労働者の分布をみると、男性は幅広く分散したなだらかな山型の分布とな

っている。

一方、女性では14～20万円台に集中している山型の分布となっている （第５図）。

第５図 賃金総額階級別労働者構成（産業計、規模計）

0

5

10

15

20

120.0

未満

120.0
¦
139.9

140.0
¦
159.9

160.0
¦
179.9

180.0
¦
199.9

200.0
¦
219.9

220.0
¦
239.9

240.0
¦
259.9

260.0
¦
279.9

280.0
¦
299.9

300.0
¦
319.9

320.0
¦
339.9

340.0
¦
359.9

360.0
¦
379.0

380.0
¦
399.9

400.0
¦
（千円）

（％）

男性

女性


